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 日本における教科書統制の概要一覧（1872 ～ 2005年）
実業学校
青年学校















































































































公立小学校教科用図書採定方法（文部省訓令第 3 号） 3 －709
09・12 文部省訓令第12号 3 －72６
88・09・19 文部省訓令第 3 号 3 －727
90・10・07 小学校令（勅令第215号） 3 －5６
91・11・17 小学校教科用図書審査等ニ関スル規則（文部省令第14号） 3 －728
11・17 文部省訓令第 5 号 3 －731
92・10・25 文部省訓令第 8 号 3 －73６
93・08・23 文部省訓令第 9 号 3 －73６
09・19 小学校令一部改正（勅令第104号） 3 －737
93・09・20 文部省令第13号 3 －737
95・04・19 文部省未検定の尋常中学校教科用図書採用手続（文部省令第 2 号） 3 －741
97・05・31 文部省令第 7 号 4 －６82
99・0６・23 文部省令第31号 4 －６87
1900・08・20 小学校令（勅令第344号） 4 －45
08・21 小学校施行規則（文部省令第14号） 4 －59









































































































































1891年 1893年 1897年 1899年 1900年
　審査委員 審査委員数 10 人 9 ～11人 11～13人 12～14人 12～14人 10人
尋常師範学校長（もしくは長補） 1 1 1 1 1 －
学務課員 1 － － － － －
尋常師範学校教頭 1 － － － － －
付属小学校上席訓導 1 － － － － －
小学校教員 3 3 ～ 5 3 ～ 5 3 ～ 5 3 ～ 5 －
該地方経済通 2 － － － － －
刻図書事物通教員等 1 － － － － －
府県官吏 － 1 － － － －
府県参事会員 － 2 2 2 2 －
尋常師範学校教員 － 2 2 2 2 －
府県高等官 － － 1 1 － －
府県学務担当官吏 － － 1 1 1 －
尋常中学校長 － － 1 1 1 －
地方視学 － － － 1 1 －
北海道庁府県視学官 － － － － 1 1
府県書記官（図書審査委員会長） － － － － － 1
専任府県視学 － － － － － 1
師範学校長 － － － － － 1
師範学校教諭 － － － － － 2
府県立中学校長 － － － － － 1
府県立高等女学校長 － － － － － 1















































































































































































（ 1 ）『明治以降教育制度発達史』（以下、単に『発達史』という）第 3 巻、730ページ。































































































































































文 部 次 官 通 達
「教科書展示会







































































































































































































































































































































































































































































学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令18条第 1 項で規定されている採択期限である 8 月31日を過ぎても、
いまだ採択地区内で同一の教科書を採択できていない状態であることから早急に同一の教科書を採択する必要があ
ります。






















【参考・新聞社説】①「教科書採択　法の改正はどうした」『朝日新聞』2012年 3 月 4 日号
　　　　　　　　　②「沖縄教科書選び　文科省は矛盾を正せ」『東京新聞』2012年 3 月 5 日号
